
書式第 12号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 5年度 事 業 報 告 書

特定非営利重動法人 あだち

1 事業の成果

知的障がいをもつ人を対象とした生活介護事業として、[千住ひまわり作業所 。東六月町ひまわり作

業所・江北ひまわり作業所]、 居宅介護事業・移動支援事業として、[あだちひまわリサポー ト]、 特

定相談支援事業・障害児相談支援事業として [相談室あだち]、 共同生活援助事業として [グループホ

ームひまわり]を運営した。放課後等デイサービスは休業中。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業

】千円)

(事業費の総費用 【184,4431

定款に記載
された
事業名

事業内容 |IH寺 場 所
従事者
人数

受益
対象者
範 1川

受益
対象者
人数

事業費
(千 円)

障害者総 合支
援 法 に基づ く
障害福祉 サー
ビス

生活介護事業

(食事・排泄等の介護、日

常生活上の支援、軽作業

等の生産活動や創作的活

動の機会の提供)

月曜 日～

金曜 日

8:30´ ・ヽ1

6:30

足立区千

住・東大

月日r・ ,工

」ヒ

34人

足立区、

足立区周

辺の地域

知的障害

者

72人 132,095

居宅介護事業

(身体介護、家事援助)

足立区

保塚町

7人

足 立区、

足立区周

辺の地域

知的障害

児・ 者

3人
1389

児童福祉法に

基づく障害児
通所支援事業

放課後等デイサー ビス事

業

(障害児が日常生活におけ

る基本動作を習得 し、及

び集団生活に適応するこ

とができるよう支援する)

0 0 0

障害者総 合支
援 法 に基づ く
地域 生活 支援
事業

移動支援事業
(屋外での移動が困難な障
害者に外出介助を行 う)

365 日
足立区

保塚町
10人

足立区、

足立区周

辺の地域

知的障害

児・者

16人

共同生活援助事業
365日 足立区

保塚町
8人

足 t区、

足 立区周

辺の地域

知的障害

者

6人 39,586

|

|

5,277  1
|

|

365日



障害者総介支
援法に基づ く
特定相談支援
事業

障害者総合支援法に基づ
く特定相談支援事業

月曜「l～

金曜 ||

8:30～ 1

6:30

足 立区

千住
3人

足立区、

足立区周

辺の地域

知的障害

者

75人 4,976

児竜IT■ 祉法に

基づく障害児
相談支援 `卜 業

障害児相談支援事業
(障害児に対 して相談支

援を行 う。)

月曜 日～

金曜 H
8:30～ 1

6:30

足立区

千n:

3人

足立区、

足立区周

辺の地域

知的障碍

児

33人
2,120

(2)そ の他の 11来 (事業費の総費用 【   0 】千円)

載記
た
名

に
れ
業

款
さ
事

定

“

:業内容 ‖時 場 所
従事者
人数

業

可
事
何

|

|

|

|



書式第 13号 (法第 28条関係 )

令和 5年度

事 業 報 告 用

活動計算書 (そ の他事業がない場合)

特定非営利活動法人あたち

162.888.318
16.18().000

20.292.000

203.962 209受取

利用者負担金1ス 益 12.171.2,8

141 ,じ 1の

1.1,9受取 l,利 E

81.144.755
36,215.987

,0,364,419
3.690.680

1,112.971

会議費
旅費交通費
水道光熱費
通信運搬費
消耗品費
修経費
賃借料
業務委託費
謝金
支払手数料
地代家賃
毬税公課
研修費
保険料
諸会費
車両☆
減価償却費
固定資産除却損
就労支援事業支出

0

300.170

5,428, 101

1.446.668

2.569,239

296.295

5,043, 118

3.286.0()0

492.160

1,365.859

0

40｀

25.129

2,022.040

148.50(

1.036. 14,

6.025,000
2

7.391.639

290,897

雑給

福利厚生費
退職給付費用

1, 117.0(,5

11,715

60.000

1 lS 「「ヽ

旅費交通費
通信運搬費

賃借料

支払手数料

租税公課
議会費
固定☆産除却損

110

720

1

4

394

0

070

50(〕

0

876

800
0

800

2

管理費針 2 869

B

D

D

法人税.住民攪及び事業税 ・
前期繰越工味財産額 ・・・0 366 888

+

受取り助成金
サービス推進■
法人運営補助金

春  針 223′9b u
贅  ●  用

■11

(1)人件■
給料手当
雑給
福利厚生費
退職給付費用
通勤費
準 常 握 剤 姜

147.273 281

37170.3●



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 5 年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 あだち

円

A の

1

2
(1

186 488 1

) 形 固

159,631,953
0

530,000
26,326,194

現金預金
立替金

前払費用

未収入金

92,623,455
43,581,025

327,803
3,552,780

△ 16088872
100,821,460

建物
付属設備
車両運搬具
工具器具備品

減価償却累計額
土地

411.305.798①+②【A】 資 産 合 計

()ク

一

+

1

8 9

B-1

5.595,020
0

3,340,228

未払費用

未払消費税等
預 り金

B―
同|

の

lE 3(, 481 813
越 正

:(オ ,を

365,888,737

負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 411.305,798【B】

３
● ■_■■L__



魅菫諸塞の注記

1.重要な会計方針

財務諸表の作成は、NPO法人会計基準(2010年 7月 20日 2011年 11月 20日 一部改正 NPO法 人会計基
準協議会)によっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産の評価基準は、原価基準により評価方法は総平均法によっています。

(2)固定資産の減価償却の方法

有形固定資産は、法人税法の規定に基づいて建物は定額法、その他の資産は定率法で償却をしています。

(3)消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込経理方式によっています。

2.事業費の内訳

事業費の区分は以下の通りです。

円

3.固定資産の増減内訳

固定資産の増減は以下の通りです。

生活介護
(3作業所)

54,529,976

29,038,470

22.488.422

居宅介護事
業

4,202,479

31,595

803,160

5,276,730

1,094,878

ｉ
　
　
　
『

事

　

一

愛

　

一

翅
業
一

５

ヽ
　

　

一

一■
，
　
　
　
¨

日
】
　

　

¨

ォ

　

一

グループ
ホーム事業

17,135,570

7,145,922

5,526,086

事業費計

81,144,755

36,215,987

29,912,546

106.056.868 5,037,234 6,371,608 29,807,578 147,273,288

4,045,135

714,832

1,875,894

4,081,407

3,163,900

1,554,285

785,273

7,394,639

2,423,360 279,312

131,019

218,578

110

217.128

47,905

316,800

104,340

37,907

6,024,612

1,251,947

465,353

693,235

644,911

122,100

363,415

212,967

5,428,101

1,446,668

2,569,239

5,043,118

3,286,000

2,022,040

1,036,147

7,394,639

8,944,412

26.038,725 629,019 724,080 9,778,540 37,170,364

132,095,593 5,666,253 7,095,688 39,586,118

人件費

給料手当

雑給

法定福利費等

人件費計

その他経費

水道光熱費

通信運搬費

消耗品費

賃借料

業務委託費

保険料

車両費

就労継続支援事業支出

その他

その他経費計

合  計

(2)

■

(1)

184,443,652

92,623,455

43,581,025

327,803

2,808,040

100,821,460

0

0

0

1,107,620

0

´
０

92,623,455

43,581,025

327,803

3,552,780

100.821,460

△ 6,782,225

△ 6,951,492

△ 177,558

△ 2,177,597

0

85,841,230

36,629,533

150,245

1,375,183

100,821,460

240,161,783 1,107,620

建物

附属設備

車両運搬具

工具器具備品

土地

合  計 △  16.088,872 224,817,651

科  日

科  目 取得 減少

1 36憂亜匝憂∞塑1_



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和 5年度 財産目録
特定非営利活動法人 あたち

11位 :円

186

2

形

2

“

147

817 65]

現金預金
手許現金

瀧野川信用金庫五反野支店
足立成和信用金庫本店

395,241

153.136,329
6.100,383

立替金
前払費用
未収入金

530,000

26.326,194

92.623,455
43.581,025

327,803
3.552,780

△ 16,088,872
100,821,460

建物
付属設備
車両運搬具
■具器具備品

減価償却累計額

土地

【A】 資 産 合 計 ①+②

8 248

5,595,020
0

3,340,228

未払金
未払消費税等
預り金

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 8.935.248

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 〔B-1】 402.370.550

-1」
■】□



書式第 18号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

令和 5年度年間役員名簿 J晋:柄麓どぢFttfr呉襲|:11鴫認疇昴』躍哲
所並

特定非営利活動法 あだち

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条 を確認の上、チェックを入れてください。)

図以 下の役員には、欠格事山者が含まれません。 (法第20条関係)

M各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかにC'

(フ リガナ )

氏   名

前 'F業年度内の

就任期間

報酬 を受 けた期間

(該 当者のみに記入)

1 〔)・ 監事
ハラキ ケイコ

原 木 慶 r

令和 5年  4月  1日

令和 6年  3月  31日

年

年

月

月

[1

日

2 ()・ 監事

クマカ
・
イ  エイコ

熊谷 英 子

令和 5年  4月  1日

令和 6年  3月  31日

`II
月

月

日

曰年

3 〔):・ 監事
')ai'" 1i)

副島 美子

令和 5年  4月  1日

令和 6年  3月  31日

年1   月    日

年  月  日

1 てン・監'":

ヤマタ
゛
  ナオミ

~

山Hl 尚美

令和 5年 4月  1日

令和 6年  3月  31日

年  月  日

年  月  日

う 理事・〔>
クシ
・

ラオカ  シ
゛
ュン

鯨同  |1頂

令和 5年  4月  1日

令和 6年 3月  31日

`li   
月 日

日年   月

6 理事・〈〉
オオブ  ルリコ

~~

~~

大野  ル リ

令和 5年  4月  1日

令和 6年  3月  31日

年

年

月    日

「 1 ||

′ 理事・監事

年    月    日

年   '1  日

11

1:

月

月

日

11

8 川11・ ・監 1'

年:   月   日

年   月   日

年1   月 日

同年   月

9 理事・監事

年   ナl  日

年  '1  日

年  り1 日

日
`l:    

月

理す・監す

年:   月   日

年   月    日

年 月

月

日

日:l:

|

¬
|

10



書式第4号 (法第 10条・第28条関係 )

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

氏    名

1 原木 慶子

2 熊谷 英子

3 副島 美子

4 山田 尚美

5 鯨岡 順

6 大野 ル リ子

7 山本 久美子

8 近藤 静吾

9

10 秋元 良太

11

特定非営利活動法△あだち

野口 理子

12

|




